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個に応じた教育のための教育支援環境の提案
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近年，教育内容の多様化や情報技術の発達に伴う教育形態の変化により?学習者の興味・関心等に応じた柔軟な
教育，いわゆる，個に応じた教育の重要性が増してきている.本稿では，まず，教育内容および教育形態の多様化
について考察を行い.解決すべき課題を明確にする.次に考察により明らかになった課題のうち， 1)個に応じた
授業展開および教材構造， 2)時間割編成，会議日程調整などの教務作業についての支援法の提案を行う.その後，
支援システムの開発方針について述べる.本教育支援環境により，これまでの支援方法では考慮きれなかった，
より実際的な問題についても支援が可能となる.
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In recent years， education contents and education styles have changed rapidly with remarkahle development 

of informa.tion technology. Thel'efore， fiexible educatioJl cOllsidering learllers' circumstances such as interest.s， 

ability and motivation have become rnOl'e important. In this reseal'ch， the problems in actual educat.ion 

acti¥'ities are invest.igated. The problems to be solved are made more clear by this investigation. According to 

thi8， we propose t.he education support environment which consists of flex刈ibles抗truct机凶ureof education ma此te町ri泊a18，

an improved t“ime凶t.abl品刈lingmethod and meeting scheduling method. The development of our education support 
environment enables us to support the actual education activities efficiently. 

1 はじめに

近年，教育内容の多様化や情報技術の発達に伴

う教育形態の変化により唱学習者の興味・関心等

に応じた柔軟な教育，いわゆる，個に応じた教育

の重.要性が増してきている.これに伴いv教材構

造や授業展開の大幅な改善が必要となる.同時

に1 教育活動の複雑化に伴い，より困難さを増す

時間割編成や会議日程調整などの教務作業の効

率化が必要となる.柔軟な授業展開やそのための

教材構造については，数多くの支援法が提案され

ているが [1][2]，それらは特定の教育形態のみを

前提としているため，様々な教育形態が混在する

状況においては。十分な支援とは言えない.また?

時間割編成や会議日程調整などの教務作業につ

いても多くの支援法が提案されているが[3](4)[5]，

教育現場特有の状況を十分に考慮、しておらず，十

分とは言えない.

これらのことから，教育内容・教育形態の多様

化に伴いその複雑さを増しつつある実際の教育現

場における活動を支援するための，柔軟な支援環

境が重要であるといえる.そこで本研究では，ま

ずー実際の教育現場における問題について考察を

行い，解決すべき課題を明確にする.次に考察に

より明らかになった課題のうち 1 1)個に応じた

授業展開および教材構造， 2)時間割編成，会議
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日程調整などの教務作業についての支援環境の提

案を行い，その概要を示す.その後，それらの支

援環境の開発方針について述べる.本支援環境に

より，これまでの支援方法では考慮されなかった，

より実際的な問題についても支援が可能となる.

2 教育の多様化

近年?学習者の興味関心・学習意欲などに応じ

た柔軟な教育，いわゆる個に応じた教育の実現が

望まれ，従来のような全ての学習者に同じ教育内

符を同じ教材で指導する繭一的な教育からの脱却

が必要となっている.また.ネットワーク環境の

発達にi-'I~し\定められた場所. u寺刻によって行わ

れる従来の一斉型教育に加え，場所や時間の制約

を軽減した様々な教育形態が見られるようになっ

てきた.さらに，同じ教育内容においても学習者

の現解状況などに応じた教育展開の実現が重要

となってきている.これらのことからいくつかの

解決すべき課題が考えられる.まず，学習者の興

味・関心，理解度および心理状況などに応じるこ

とが可能な柔軟な教育展開が重要となる.また，

これを実現するためには，これまでの画一的な教

材に代わる柔軟な教材構成が必要不可欠である.

これらの課題を明確にするために，ここでは教育

形態の分類を行い，それぞれの形態の特長につい

て述べる(表 1).まず，教育形態には，対面型教

日十四リ山 |特長 |謀題

表 1:教育形態とその特徴・課題

育と非対関型教育という 2つの形態を考えること

ができる.対而型教育には，従来の授業のような

間接型のものとネットワーク環境を利用した非面

接型のものが存在する.面接R~教育では，効率的

な教育展開が可能な反面，時間的・地理的制約が

大きい.さらに，一人の教員が一度に多くの学生

を指導しなけらばならないため，学習者の状況に

応じたきめ細かな指導も難しい.非面接型教育で

は，地理的な制約は軽減されるが，両接型教育と

違い，学習者の状況をいかに把握するかが課題と

なる.一方事非対面型教育にはt 通信教育のよう

な教員の指導を前提とした添削型教育と，コース

オンデマンドシステムなどを利用した教育のよう

に自学が基本となる，自学型教育が存在する.添

削型教育では市学習者の状況に応じた学習速度を

とることが可能であるが，学習者の学習意欲をい

かに維持・向上するかが課題となる.また，向学

型学習において-は，学習者の興味・関心に応じた

教育内容の選択および展開の自由な設定が可能な

反面1単位教材聞の関係などを十分に考慮する必

要がある.

このようにそれぞれ異なった特長を備えた教育

形態が混在している今日，柔軟な教育支援を行う

ためには，いずれの教育形態にも対応し得る統合

的な教材構造が重要である.次に，教育内容・形

態の多様化に伴い綾雑化する教務作業について考

察する.代表的な教務作業としてー時間割編成が

考えられる.従来の時間割編成は，それぞれの授

業9教員，教室等を割り当てる作業であったが，先

に述べた教育内容・形態の多様化により p 日常の

教育活動中に頻繁に発生する授業交換やそれに

伴う駐督教員の割り振りなどの作業が著しく複

雑化することが考えられる.しかし，従来の時間

割編成システムでは?このような周辺作業には対

応することが出来ず，現状では人手による処理を

避け難い状況である.この作業による教員の時間

的コストは大変大きく，支援法の開発が急務であ

る.もう一つの代表的教務作業として，会議日程

調整が挙げられる.教育現場においては，連日数

多くの会議・打ち合わせが発生する.これに対し，

これまで多くの会議日程調整システムが開発され

てきたがT これらはいずれも，与えられた条件下

で時間や参加者，場所を割り振るだけのものであ

りt非常に多忙なスケジュールを余儀なくされる

教育現場では，大きな効果は期待できない.この

問題を解決するためには，人手による実際の会議

日程調整で行われているような，複数会議の統合

などを考慮したT より柔軟な調整法が必要である

と考えられる.

これらの課題を解決するために，まず，様々な

教育形態に対応可能な教材構造の提案を行う.次
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に，新たな時間割編成法，会議日程調整法の提案

を行う.

3 教材構造

ここで、は，先に述べたように様々な教育形態が

混在している状況にも対応し得る教材構造の提

案を行う.これまで開発されてきた教材構造の多

くは，特定の教育形態を前提としているため，異

なった形態での教育には適応が困難であった.例

えば?全ての学生が同じ進度によって学習する面

接型教育を前提とした教材構造を，学習者それぞ

れの状況によって進度に差が生じる自学型教育に

適応しようとした場合，単位教材開の関係が考慮

されていないといっよ 7な問題が生じる.このよ

うに，様々な教育形態に対応するにはv教育形態

ごとに異なる要素を場而に応じて設定可能である

ことが必要である.そこで，本研究では教育形態

により必要な要素を設定することが可能な教材構

造を提案する.本稿では，本教材構造で考慮され

る要素とその概要についてまとめる(表 2).前提

同素

経j盛時間

表 2:教材構造における考慮要素

知識とは，ある単位教材(単元)を学習するために

必要な最低限の知識を意味する.具体的には，あ

る単位教材を学習する前に習得しなければならな

い単元を指す.いわゆる，履修条件である.習得

度とは、ある単位教材の学習内容に対する学習者

の明!解状況を示す値である.この要素は，学習者

が次にどのような単位教材を習得すべきかを決定

する際に必要となるものである.前単元とは，特

定の単位教材の習得に続いてのみ履修可能な単

位教材がある場合に，その特定の単位教材を示す.

次単元とは，ある単位教材の習得後に履修可能な

単位教材を示す.教材間関係とは，ある 2つの教

材問の内容の関係度を示す.学習意欲度は，ある

単位教材の学習内容に対する学習者の学習意欲ー

つまり興味・関心の度合いを示す.充当可能時間

はーある単元の学習に費やすことが出来る単位時

間(例えば，講義 1コマ)数を示す.経過時間は，

ある単元の学習を始めてからの経過時間を意味す

る.我々の提案する教材構造は，これらの要素を

教育形態に応じて設定することで，様々な教育形

態への適応が可能である.例えば1従来の大学の

講義のような面接型教育では，各単位教材に費や

すことが可能な時間が限られているのに対し，自

学型教育では，学習者の意思により制限なく時間

を費やすことが可能なため，これら 2つの場合に

は充当可能時間の設定を変えることにより，どち

らの教育形態にも対応が可能である.

4 教務作業支援環境

4.1 時間割編成法

先に述べたように，従来の時間割編成システム

は，各々の授業，教員ー教室等の割り当てのみを

対象としているため，日常の教育活動中に頻繁に

発生する授業交換やそれに伴う監督教員の割り

振りなどの作業を支援することは困難であった.

そこでvまず，それらの作業の内容を述べる.次

に，それらを考慮した時間割編成法において新た

に必要となる要素を明確にし，それらの概要につ

いてまとめる.その後，それらに基づいた授業交

換および自習処理について述べる.

代表的な周辺作業である授業交換作業とは，教

員の出張等によりある授業を他の授業と交換する

必要が生じた場合に行われる， 2つの授業の実施

コマ(日時，時限)を交換するための作業である.

自習処理とは，授業交換と同様の理由から授業交

換を試みた結果，それが不可能な場合やその他の

状況から実施コマは変更せず，自習とするために

行う作業である.次に，これらの作業の流れにつ

いて述べる.授業交換が必要となった場合?まず

交換が可能な候補を探す必要がある.この場合.
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候補授業の担当教員の授業スケジ.ユール，使用教

室などの条件を満たすように候補を選択しなけ

ればならない.その後，選択した候補授業の担当

教員の承諾を得て，授業交換がなされる.自習処

却は，授業交換を試みた結果，交換可能な候補授

業が存在しないか，担当教員の承諾が得られない

場合等に行われる.その場合，使用教室や実施コ

マの変更は必要ないが，自習監督を行うことが可

能な教員の探索が必要となる.ここでは，多くの

コストを要する授業交換作業における候補授業探

索と自習処理における監督可能教員探索を自動化

するために必要な要素の定義を行う(表 3).使用

表 3:授業交換，自習処理における要素

綬業交換

Stepl・1: 授業交換が必要となった授業の交換可

能期間内に存在する実施コマのなかで，空教室が

存在する実施コマを選択する.この際，この授業

に関する同一手続きで一度選択されたものは除

外する.該当授業が存在すればIStepl・2へ.該

当授業が存在しなければ， Step2-1へ.

Stepl・2: Stepl・1で求めた実施コマの中で，そ

の実施コマにおける空教室が交換を必要とする

授業の必要教室と一致するものを選択する.該

当実施コマが存在すればIStepl・3へ.該当実施

コマが存在しなければ， Stepl・1へ.

Stepl・3: Stepl..2で選択した実施コマにおける

授業の中で，交換を行った場合に該当期日におけ

る期日スケジュール上に同一科目が2度以上出

現しない授業を選択する.この際，交換対象が交

換を必要とする授業自身と同ーな場合は除外す

る.またt この際，この授業に関する同一手続き

で一度選択されたものも除外する.該当授業が

存在すれば， Stepl・4へ.該当授業が存在しなけ

れば， Stepl・2へ.

Stepl・4: Stepl・3で選択した授業の中で，その

授業の担当教員の教員スケジュールが，交換を必

要とする授業の交換前の実施コマにおいて 11授

業予定なし"のものを選択する.この際，この授

業に関する同一手続きで一度選択されたものは

除外する.該当授業が存在すれば， Stepl・5へ.

該当授業が存在しなければ， Stepl-3へ.

Stepl・5: Stepl・4で選択した授業の担当教員に

対して，授業交換の依頼を行う.承諾が得られれ

ば，授業交換を行い手続きを終了する.承諾が得

られなければ， 8色epl・4へ.

教室は，各授業が各々の実施コマにおいて使用を

予定している教室を示し，空き教室の探索に用い

る.空教室は，各実施コマにおいて使用可能な教

室，つまり，使用を予定している授業の存在しな

い教室を意味する.必要教室は，一般教室，演習

室など，各J受業を開講するために必要な教室の種

類を示す.担当教員は，各授業の担当を行う教員

を意味する.教員スケジ‘ユールは，各教員の該当

実施コマにおける担当授業の有無を示す.期日ス

ケジュールは，クラス毎の該当期日における開講

予定授業の集合を示す.交換可能期間はー授業交

換が可能な，期日の範囲を示す.監督可能教科は唱

該当自習授業を担当することが可能な教員の専門

科目を示す.これらの要素を用いた授業交換唱自

習処理は以下の手続きにより行われる.

自習処理
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Step2・1: 自習となる授業の実施コマにおける教

員スケジュールが"授業予定なし"の教員を選択

する.この際，この授業に関する同一手続きで一

度選択されたものは除外する.該当する教員が

存在すれば， Step2・2へ.該当する教員が存在し

なければ，手続きを終了する.

Step2・2: Step2・1で選択した教員の専門教科

と自習となる授業の監督可能教科が一致すれば，

Step2-3へ.一致しなければ， Step2-1へ.



Step2・3: Step2・1で選択した教員に対して監督

を依頼する.承諾が得られれば，手続きを終了す

る.承諾が得られなければI Step2・1へ.

Step2・1において，自習監督の決定がなされない

まま終了するような場合には，隣接教室で授業を

行う教員が出席管理等の最低限の監督を行うなど

の例外的処理となる.

4.2 会議日程調整法

これまでに開発された会議日程調整システム

はT 与えられた条件下で時間や参加者，場所を割

り振るだけのものであった.そのため，非常に多

忙なスケジュールを余儀なくされる教育現場にお

ける，入手による実際の会議日程調整で行われて

いるような複数会議の統合などを考慮した支援は

不可能であった.そこで，まずーこのような複数

会議の統合を考慮した日程調整法の概略を示す.

次に，そこで必要となる要素を定義し，その後，そ

れらに基づいた日程調整法について述べる.

教育現場における日程調整作業も，はじめは従

来の日程調整法にみられるような，スケジュール

の調整3 会議室の予約等の手続きに基づき行われ

る. しかじー非常に多忙な教育現場においては，

これにより解が得られるとは限らず，複数の会議

を統合するという方法がとられる場合が多い.そ

の場合，まず2つ以上の会議の中で参加者の全て，

または一部が同一であるような会議を選択し，そ

れらの同時開催が開催に要する時間等の条件に反

しなければ，統合して開催するという処理が行わ

れる.ここでは，このような複数会議の統合に対

応可能な会議日程調整法において必要となる要素

の定義を行う(表 4).

同蓉

表 4:統合開催を考慮した日程調整における要素

参加者は甲その会議の参加者の集合を表す.最

低人数は，その会議を開催するために最低限必要

な参加者数を表す.議題は，その会議で扱われる

議題を表す.不可参加者は，その議題が扱われる

会議に参加することが出来ない人物を表し，複数

の会議を統合する際に用いる.参加可能時間は，

各人物の会議に出席可能な時間を示す.空き時間

は，各会議室の使用予定会議の設定されていない

時間を表す.開催可能期間は，会議毎の開催可能

な期間を表す.これらの要素を用いた日程調整は

以下の手続きにより行われる.

基本調整

Step1・1: 開催日時を決めようとする会議の開催

可能期間の中で空時間を参照し，開催候補時間を

選択する.この際，この会議に関する同一手続き

で一度選択されたものは除外する.開催候補時

間が選択出来れば， Stepl・2へ.開催候補時間が

選択出来なければIStep2・1へ.

Stepl・2: 参加者の参加可能時間を参照し IStepl-

1で選択した開催候補時間における参加の可否

を判断し，参加可能な人数を算出する.最低人数

以上の参加が可能であればIStepl・8へ.最低人

数以上の参加が不可能であれば， Stepl・1へ.

Step1・3: 該当する参加者の参加可能時間から開

催が決定した時聞を除く.該当する会議裳の空

時間についても，同様に開催が決定した時間を除

く.開催候補時間での開催を決定し，各参加者に

通知し，手続きを終了する.

統合調整

Step2・1: 開催可能期間内に開催が予定されてい

る他の会議の中で唱開催しようとする会議と共通

の参加者が最低人数以上いるものを選択する.こ

の際，この会議に関する同一手続きで一度選択さ

れたものは除外する.いずれかの会議を選択出

来れば， Step2・2へ.いずれの会議も選択出来な

ければ，手続きを終了する.

Step2・2: 参加者の参加可能時間を参照し， Step2-

1で選択した会議の開催日時において参加可能

な人数を算出する.その数が，最低人数以上なら，

Step2・3へ.最低人数に満たなければ1Step2・

1へ.
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Step2・3: Step2・1で選択した会議の議題を参照

し，開催しようとする会議の参加者のうち，その

議題に対する不可参加者に該当する者の数を算

出する.全参加者数から，その数を差しヲ!いた数

が最低人数以上であれば， Step2・4へ.最低人数

に満たなければ， Step2-1へ.

Step2・4: 開催しようとする会議の議題に対して，

Step2・1で選択した会議の参加者の中で不可参

加者となる者の数を算出する.会参加者数からー

その数を蒸しヲIv、た数が最低人数以上であれば，

Step2・5へ.最低人数に満たなければ， Step2・

1へ.

Step2・5: 開催しようとする会議と Step2-1で選

択した会識を統合して開催することを決定し，該

当する参加者へ通知して手続きを終了する.

5 支援環境の開発

ここで、は，本稿で提案した教材構造，時間割編

成法，日程調繋法のシステム開発にあたっての基

本的方針について述べる.まず，先述したように

非常に多忙な状況にある教育現場で有効な支援

を目指すために F開発するシステムの使用開始に

要する必要作業を最小限にとどめなくてはなら

ない.そのため，一般の作業者は，ブラウザを用

いて該当する UR.Lを指定するだけで，作業が開

始できることを目指す.このことは，プラウザの

簡明なインターフェースの利用による容易な作業

環境にもつながるものと考える.ゆえに，本シス

テムは， Javaアプレットにより開発するものとす

る.その際，データの独立性・安全性をいかに実

現するかが課題として考えられる.

6 おわりに

本稿ではー教育内容・教育形態の多様化が著し

い教育現場における解決すべき課題を明確にする

ために、まず教育形態の分類を行い，各々の教育形

態の特長と課題について考察を行った.次にー考

察により明らかになった課題のうち，個に応じた

授業展開とそのための教材構造，時間割編成，会

議日程調~法についての支援法の提案を行った.

教材構造については，これまでに提案された教材

構造が特定の教育形式のみを対象にしているとの

視点から，関係要素の設定により様々な教育形態

に対応可能な教材構造を提案した.時間割編成に

ついては，従来の時間割編成システムでは対応で

きなかった授業交換ー自習処理への支援法の提案

を行った.会議日程調皇室については，人手による

実際の調整において見られるような，複数会議の

統合に対応できる調整法を提案した.これらの支

援法からなる教育支援環境の実現により，多様化

する教育，とりわけ倒に応じた教育をより柔軟に

支援できるものと考える.今後の課題として，提

案した支援法の更なる具現化t試用システムの開

発，および、実際の教育活動への適応・評価が挙げ

られる.
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